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論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
急速な都市化が進行している中国では、都市近郊農地を転用した新市区建設が活発に行わ
れているが、そこでの住民構成や居住意識等に関する実証研究は多くはない。本論文は、江西
省南昌市・紅谷灘新区をフィールドとして、中国の都市開発政策の現状を踏まえ、収用補償で再
定住住宅を得た失地農民と新たに分譲住宅を購入して転入した持家世帯とが新市区で混住する
実態を詳細に分析し、新市区の住民構造の現状とその形成過程の解明を目指している。そのた
め、計量書誌学的分析も含めた先行研究の検討と課題の整理を行った上で、以下の４つのリサ
ーチクエスチョン「①新市区開発が失地農民の居住にいかなる影響を与えたか？ ②新市区の新
都市住民である失地農民と一般住民である分譲住宅の住民は、社会経済属性･ライルスタイル･
居住満足度において、どのような点で異なるか？ ③新市区住民は、なぜ旧市区ではなく新市区
居住を選択したか？④定住意識からみると、新市区の住民構造はどうなっていくか？」を提示し
た。 
住民アンケート結果の統計的検定やロジスティック回帰モデルの構築を通じて、「新市区開発
は多くの失地農民の居住環境を改善したものの、新市区の開発成果を実感していない住民も一
部存在していること、失地農民と一般住民間で社会経済的属性のみならずライフスタイル・居住満
足度にも大きな差異があること、世帯収入・自家用保有状況等が新市区／旧市区の選択構造を
規定し、少数の都市貧困層を除くと持ち家富裕層が新市区に転入し独特のライフスタイルを形成
していること、小学生を有する調査世帯内でも定住意識は多様であるが、住宅所有が定住意向を
顕著に高めていること」などを定量的に確認し、上記リサーチクエスチョンに解を与えることに成功
している。 
 さらに本論文は、適切な政策介入がなければ、このような社会的・空間的居住分化は固定化さ
れる可能性が高く、優良な教育資源へのアクセス不均衡や失地農民向けの再定住住宅の特徴
（立地や環境特性・居住水準、所有権や転売・賃貸可能性）によっては、新たな都市貧困層の集
中や社会的分断の拡大も懸念されることを指摘している。今後は、欧米のニュータウン研究が議
論してきたように、計画的新市街地建設の政策意図と成果をフォローし、各住民層の相互交流（あ
るいは対立）やコミュニティ活動の実態、世代交代時の居住変化の把握等へと分析の視座を広げ
ていくことが期待され、中国都市研究の新たな方向性を拓いた業績として評価できる。よって、博
士（経済学）の学位を授与するに相応しい内容と判断する。 
